
評価
　

児

R 2 R 3 R 4 R

教

 5 R 6 R 7 R 

育

8 R 9 R10 R11

の

R12

計画値 0.0 0

提

.0 0.0 0.0 0.

供

0 0.0 0.0 0.0

主

0.0 0.0 0.0

実

管

績値 0.0 0.0 0.

部

0 0.0 0.0 0.0

局

0.0 0.0 0.0 0

質

健

.0 0.0

基準日（4

康

月1日）時点の保育の

未

待機児童数
算定式、
デ

来

ータの
出所等

急速な保

部

育需要の拡大に対応す

主

るため、公立保育所の

管

整備を行うと同時に、

課

民間保育等施設の誘致

幼

・整備
計画値、 を進め

児

、保育の受け皿確保に

の

教

努めました。また、既

育

存の認可外保育施設の

保

認可化移行を積極的に

育

支援し、
実績値の 保育

課

の質の向上を進めまし

関

た。
推移に関する 今後

係

も、大府市児童福祉施

課

設等再編計画に基づき

幼

、待機児童を出さない

児

よう保育の受け皿を確

高

教

保していく
分析と評価

育

必要があります。

保育課

２　施策が

い

目指す大府市の姿
子育

保

て世帯のニーズに対応

育

した多様で質の高い保

・

育・教育が提供されて

幼

おり、保護者、保育・

児

幼児教育事

内容 業者、

結
教

地域、行政が連携して

育

子どもたちの未来を育

の

むまちになっています

提

。

供

３　令和 4年度　施策フルコスト（単位：千円）
 歳出（使ったお金） R 4決算 R 5予算
 (1)人

果

件費 1,343,442 0
 (2)事業費 3,186,022 210,396
 フルコスト（歳出合計） 4,529,464 210,396
 歳入（お金の出所） R 4決算 R 5予算
 (1)国庫支出金（国から出たお金

の

） 891,270 18,459
 (2)県支出金（愛知県から出たお金） 429,950 13,427
 (3)市債（市の借金） 50

１

0,000 0
 (4)

　

その他特定財源（使い

第

途が決まっているお金

６

） 301,708 0
 

公

次

(5)一般財源（市税

大

収入など） 1,063

府

,094 178,51

市

0
 歳入合計 3,18

総

6,022 210,3

合

96

計画にお

表

け

４　「みら

る

いの健康」指標（施策

位

評価指標）
有効性指標

置

１

指標名 「幼児期の保

づ

育・教育の充実に満足

け

している」市民の割合

、

単位 ％

現状値 54.3

担

年度 R 2 R 3 R 

当

4 R 5 R 6 R 7

課

R 8 R 9 R10 R

施

健

11 R12

計画値 56

康

.0 56.0 58.0

領

58.0 60.0 60

域

.0 62.0 62.0

み

64.0 64.0 65

ら

.0

実績値 62.8 6

い

2.8 62.4 0.0

の

0.0 0.0 0.0 0

健

.0 0.0 0.0 0.

康

0

市民意識調査の「幼

策

政

児期の保育・教育の充

策

実」に対する満足度で

子

「満足」又は「おおむ

ど

ね満足」と答えた
算定

も

式、
市民の割合

データ

が

の
出所等

実績値が現状

輝

値を上回っています。

く

大府市児童福祉施設等

ま

再編計画に基づき、公

ち

立保育所と私立の保育

名

施

施
計画値、 設等のそれ

策

ぞれの強みを生かし、

質

質の高い持続可能な保

の

育運営に努めてきたこ

高

とによるものと思われ

い

ます
実績値の 。

推移に

保

関する
分析と評価

有効

育

性指標２

指標名 保育所

・

などの待機児童数 単位

幼

人

現状値 10.0

年度



評価
　

R

続
社会福祉法人等に保

1

育の実施を委託するこ

2

とで、多様な保育ニー

計

ズや増加する３歳未満

画

児の保育需要に対
応し

値

ます。

0.0 0

質

.0 0.0 0.0 0.

の

0 0.0 0.0 0.0

高

0.0 0.0 0.0

実

い

績値 0.0 0.0 0.

保

0 0.0 0.0 0.0

育

0.0 0.0 0.0 0

・

.0 0.0

算定式、
デ

幼

ータの
出所等

計画値、

児

実績値の
推移に関する

結
教

分析と評価

育の提

事務事業名

供

課名 フルコスト 最重要指標 評価点
（前年度比）

保育所運営事 幼児教育保育 1,191,353 保護者の満足度
妥当性 Ａ業 課 (1,19

果

1,353) 指標名

有効性 Ａ単年度計画値 100.0
単年度実績値 96.4
単年度達成率 96.4%

効率性 Ａ最終目標に 137.7%
対する達成率

　事務事業の方向性
Ｂ：現状のまま継続
入所枠の拡大や民間保育所の利用拡

の

大により不足する保育士の確保に努めるとともに、公私立のバランス
を考慮して保育園の適正配置を進める必要があります。

事務事業名 課名 フルコスト 最重

公

要指標 評価点
（前年度

有

比）
給食事業 幼児教育

効

保育 381,002 保

性

健所指摘事項の改善割

指

合
妥当性 Ａ課 (381

標

,002) 指標名

有効

３

性 Ａ単年度計画値 10

指

0.0
単年度実績値 0

標

.0
単年度達成率 -

効

名

率性 Ａ最終目標に -
対

表

単

する達成率
　事務事業

位

の方向性
Ｂ：現状のま

現

ま継続
離乳食対応児や

状

食物アレルギー児の増

値

加・食の多様化・働く

0

保護者の食への関心な

.

ど、食を取り巻く環境

0

は大きく変化していま

年

す。保育所の給食は自

度

園調理により、調理時

施

R

間の確保ができるため

 

、可能な限り素
材から

2

の調理に心がけ、薄味

R

でもおいしい料理、子

 

どもの状況に配慮した

3

食事の提供に心がけま

R

す。また
、保健所の指

 

導に基づき、衛生管理

4

を遵守するとともに環

R

境に配慮した事業を展

策

 

開していきます。

5 R 

事務

6

事業名 課名 フルコスト

R

最重要指標 評価点
（前

 

年度比）
私立保育園運

7

幼児教育保育 1,02

R

5,860 私立保育園

 

の定員充足率（年次ご

名

8

との平均
妥当性 Ａ営事

R

業 課 (1,025,8

 

60) 指標名 ）

有効性

9

Ａ単年度計画値 80.

R

0
単年度実績値 87.

1

7
単年度達成率 109

0

.6%
効率性 Ａ最終目

R

標に 87.7%
対する

1

達成率
　事務事業の方

1

向性
Ｂ：現状のまま継



評価
　

小

指導・確認を行ってい

規

きます。

模保育事業所の定

質

員充足率（年次ごと
妥

の

当性 Ａ付事業 課 (12

高

2,829) 指標名 の

い

平均）

有効性 Ａ単年度

保

計画値 80.0
単年度

育

実績値 97.0
単年度

・

達成率 121.2%
効

幼

率性 Ａ最終目標に 97

児

.0%
対する達成率

　

結
教

事務事業の方向性
Ｂ：

育

現状のまま継続
市民の

の

ニーズを把握し、運営

提

方法や定員設定などを

供

運営法人と協議していく必要があります。

事務事業名 課名 フルコス

果

ト 最重要指標 評価点
（前年度比）

認定こども園 幼児教育保育 661,522 認定こども園（2・3号認定こども）定員充
妥当性 Ａ事業 課 (661,522) 指標名 足率（年次ごとの平均）

有効性 Ａ単年度計画値 80.0
単年

の

度実績値 92.7
単年度達成率 115.9%

効率性 Ａ最終目標に 92.7%
対する達成率

　事務事業の方向性
Ｂ：現状のまま継続
市民のニーズを把握し、運営方法や定員設定などを運営法人と協議していく必要があります。

公

事務事業名 課名 フルコスト 最重要指標 評価点

事

（前年度比）
認可外保

務

育施 幼児教育保育 38

事

,880 認定保育室等

業

入所児童の延べ数（補

名

助対象
妥当性 Ａ設事業

表

課

課 (38,880) 指

名

標名 ）

有効性 Ａ単年度

フ

計画値 522.0
単年

ル

度実績値 598.0
単

コ

年度達成率 114.6

ス

%
効率性 Ａ最終目標に

ト

114.6%
対する達

最

成率
　事務事業の方向

重

性
Ｂ：現状のまま継続

要

市民が安心して子ども

施

指

を預けられるよう保育

標

の質的向上を目指し、

評

施設への巡回指導を徹

価

底しています。
多様な

点

保育のニーズに対応す

（

るため、引き続き民間

前

事業者を支援する必要

年

があります。

度比

策

）

事務事業

地

名 課名 フルコスト 最重

域

要指標 評価点
（前年度

型

比）
幼稚園事業 幼児教

保

育保育 186,471

育

幼稚園在園児を対象と

給

した一時預かりの延
妥

幼

当性 Ａ課 (186,4

児

71) 指標名 べ利用人

教

数

有効性 Ａ単年度計画

名

育

値 30,529.0
単

保

年度実績値 19,78

育

1.0
単年度達成率 6

1

4.8%
効率性 Ａ最終

2

目標に 64.8%
対す

2

る達成率
　事務事業の

,

方向性
Ｂ：現状のまま

8

継続
幼児教育・保育の

2

無償化に伴う給付や補

9

助を適正に行えるよう



評価
　

整備園数
妥当性 Ｂ業 課

質

(109,666) 指

の

標名

有効性 Ａ単年度計

高

画値 7.0
単年度実績

い

値 8.0
単年度達成率

保

114.3%
効率性 Ａ

育

最終目標に -
対する達

・

成率
　事務事業の方向

幼

性
Ｂ：現状のまま継続

児

限られた財源の中で、

結
教

優先順位付した計画的

育

な施設整備が必要です

の

。

提

６　施策の事後

供

評価
待機児童対策、公立・私立の強みを生かした多様な保育サービスの提供、無償化等による保育所等の運営

現状認識 コストなどの課

果

題があります。
（施策を

とりまく状況
の変化や課題

等）

大府市児童福祉施設等再編計画に基づき、公立・私立のバランスを考慮した施設整備を進め、待機児童を
出さないように適切な保育量を提供するとともに、それぞれの

の

強みを生かした多様な保育サービスを提供
施策の推進 します。
に向けた 地区ごとに公立拠点園を設けるとともに、地区における保育必要量や施設の経過年数を踏まえ、計画的な
今後の方針 保育所配置を進めます。

公

事務事業名

表

課名 フルコスト 最重要

施

指標 評価点
（前年度比

策

）
保育所整備事 幼児教

名

育保育 109,666



評価
　

ど

きる人・機関の充実に

も

満足している」市民の

の

割 単位 ％

合 現状値 41

健

.0

年度 R 2 R 3

や

R 4 R 5 R 6 R

か

 7 R 8 R 9 R1

な

0 R11 R12

計画値

成

43.0 43.0 44

長

.5 44.5 46.0

を

46.0 47.5 47

子

喜

.5 49.0 49.0

び

50.0

実績値 47.

合

2 47.2 47.2 0

え

.0 0.0 0.0 0.

る

0 0.0 0.0 0.0

環

0.0

市民意識調査の

境

「子育てについて困っ

づ

たときに相談できる人

く

・機関の充実」に対す

り

る満足度で「満足」又

ど

主

算定式、
は「おおむね

管

満足」と答えた市民の

部

割合
データの
出所等

令

局

和４年度の市民意識調

健

査では、前回調査時と

康

同じ47.2%で、目

未

標値である44.5%

来

を上回っています。相

部

談
計画値、 支援体制の

主

充実を図ってきたこと

も

管

によるものと思われま

課

す。今後も引き続き相

子

談支援体制の充実を図

ど

りま
実績値の す。

推移

も

に関する
分析と評価

未来課
関係

の

課 子ども未来課、学校

健

教育課

２　施策が目指

や

す大府市の姿
地域のつ

か

ながりの中で全ての保

な

護者が安心して子育て

成

ができ、子どもの健や

結
長

かな成長を喜び合える

を

環境が

内容 形成されて

喜

います。

び合

３　令和 

え

4年度　施策フルコス

る

ト（単位：千円）
 歳

環

出（使ったお金） R 

境

4決算 R 5予算
 (

づ

1)人件費 406,3

果
く

36 0
 (2)事業費

り

689,641 189,774
 フルコスト（歳出合計） 1,095,977 189,774
 歳入（お金の出所） R 4決算 R 5予算
 (1)国庫支出金（国から出たお金） 100,882 28,

の

685
 (2)県支出金（愛知県から出たお金） 39,903 28,685
 (3)市債（市の借金） 0 0
 (4)その他特定財源（使い途が決まっているお金） 22,915 840
 (5)一般財源（市税収入など） 52

公

5,941 131,564
 歳入合計 689,641 189,77

１

4

　第６次大

４　「みらい

府

の健康」指標（施策評

表

市

価指標）
有効性指標１

総

指標名 「子どもを産み

合

・育てやすい環境の整

計

備に満足している」市

画

民の割合 単位 ％

現状値

に

53.9

年度 R 2 R

お

 3 R 4 R 5 R 

け

6 R 7 R 8 R 9

る

R10 R11 R12

計

位

画値 56.0 56.0

施

置

58.0 58.0 60

づ

.0 60.0 62.0

け

62.0 64.0 64

、

.0 65.0

実績値 6

担

2.9 62.9 61.

当

9 0.0 0.0 0.0

課

0.0 0.0 0.0 0

健

.0 0.0

市民意識調

康

査の「子どもを産み・

領

育てやすい環境の整備

策

域

」に対する満足度で「

み

満足」又は「おおむね

ら

満足
算定式、

」と答え

い

た市民の割合
データの

の

出所等

令和４年度の市

健

民意識調査では、前回

康

調査時に比べ１ポイン

政

ト低下しましたが、目

策

標値である58%を上

子

回
計画値、 っています

名

ど

。独自の子ども・子育

も

て施策の充実を図って

が

きたことによるものと

輝

思われます。今後も引

く

き続
実績値の き子育て

ま

支援施策の充実を図り

ち

ます。
推移に関する
分

施

析と評価

有効性指標２

策

指標名 「子育てについ

子

て困ったときに相談で



評価
　

 

18.0
単年度達成率

5

85.5%
効率性 Ａ最

R

終目標に 85.5%
対

 

する達成率
　事務事業

6

の方向性
Ｂ：現状のま

R

ま継続
保護者自身が対

 

人関係を築きにくかっ

7

たり、臨機応変な子育

R

てが難しい傾向があり

 

ます。保護者や子ども

子

8

の個性に合った関わり

R

を学んでいくことが必

 

要です。

9 R10 R11

ど

R12

計画値 0.0 0

も

.0 0.0 0.0 0.

の

0 0.0 0.0 0.0

健

0.0 0.0 0.0

実

や

績値 0.0 0.0 0.

か

0 0.0 0.0 0.0

な

0.0 0.0 0.0 0

成

.0 0.0

申込み児童

結
長

のうち入所基準を満た

を

した児童（人）－登録

喜

児童（人） ※通年
算

び

定式、
データの
出所等

合

待機児童ゼロを維持し

え

、目標を達成していま

る

す。
計画値、
実績値の

環

推移に関する
分析と評

境

価

づ
果

くり

事務事業名 課名 フルコスト 最重要指標 評価点
（前年度比）

子ども・子育 子ども未来課 6,675 子ども・子育て会議の開催回数 
妥当性 Ａて支援事業計 (6,675) 指標名

画推進事業

有効性 Ｂ単年

の

度計画値 2.0
単年度実績値 3.0
単年度達成率 150.0%

効率性 Ｂ最終目標に 150.0%
対する達成率

　事務事業の方向性
Ｂ：現状のまま継続
計画に定めた各種事業の達成状況について点検・評価を行い、子ども・子

公

育て会議委員から要望や意見を
いただき、本市の子ども・子育て政策に生かすことで、効率的な行政運営を行っていきます。

有

事務事業

効

名 課名 フルコスト 最重

表

性

要指標 評価点
（前年度

指

比）
子育て支援セ 子ど

標

も未来課 35,384

３

子どもステーション利

指

用人数
妥当性 Ａンター

標

事業 (35,384)

名

指標名

有効性 Ａ単年度

放

計画値 42,000.

課

0
単年度実績値 17,

後

260.0
単年度達成

施

ク

率 41.1%
効率性 Ａ

ラ

最終目標に 41.1%

ブ

対する達成率
　事務事

の

業の方向性
Ｂ：現状の

待

まま継続
継続的に利用

機

される保護者の中には

児

、育児不安やメンタル

童

の問題、子どもの育て

数

にくさ等を抱えている

単

方
も多くいます。気に

策

位

なる親子にはそれぞれ

人

の立場の職員が見守り

現

、必要な声掛け等を行

状

います。新型コロ
ナウ

値

イルス感染防止対策を

0

講じた上で、安心して

.

利用できる環境を用意

0

します。

年度

名

R

事務事業名 課

 

名 フルコスト 最重要指

2

標 評価点
（前年度比）

R

親子育成支援 子ども未

 

来課 16,836 ステ

3

ップアップ教室参加者

R

数
妥当性 Ａ事業 (16

 

,836) 指標名

有効

4

性 Ａ単年度計画値 13

R

8.0
単年度実績値 1



評価
　

1

れる事業を展開します

3

。

,780 相談件数

子

（延べ）
妥当性 Ｂ室事

ど

業 (13,780) 指

も

標名

有効性 Ａ単年度計

の

画値 3,500.0
単

健

年度実績値 3,371

や

.0
単年度達成率 96

か

.3%
効率性 Ａ最終目

な

標に 96.3%
対する

成

達成率
　事務事業の方

結
長

向性
Ｂ：現状のまま継

を

続
令和６年の児童福祉

喜

法の改正に合わせ、こ

び

ども家庭センターを設

合

置し、妊産婦から継続

え

した支援を実施す
る体

る

制を強化し、児童虐待

環

の未然防止を図ります

境

。

づ
果

くり

事務事業名 課名 フルコスト 最重要指標 評価点
（前年度比）

一時預かり事 幼児教育保育 60,905 一時的保育利用者数
妥当性 Ａ業 課 (60,905) 指標名

有効性 Ａ単年度計画値 3,600.0
単年

の

度実績値 4,823.0
単年度達成率 134.0%

効率性 Ａ最終目標に 96.5%
対する達成率

　事務事業の方向性
Ａ：拡大
保育園在園児以外の児童を受け入れることのできる緊急保育やリフレッシュ保育などを充実させる

公

ことで
、保護者の様々な保育ニーズに対応していきます。

事務事業名 課名 フルコスト 最重要指標 評価点
（前年度比）

病児保育事業 幼児教育保育 8,679 利

表

用人数
妥当性 Ａ課 (8,679) 指標名

有効

事

性 Ｂ単年度計画値 45

務

0.0
単年度実績値 1

事

36.0
単年度達成率

業

30.2%
効率性 Ａ最

名

終目標に 30.2%
対

課

する達成率
　事務事業

名

の方向性
Ｂ：現状のま

フ

ま継続
安心して子育て

施

ル

ができるよう、各施設

コ

において受け入れ体制

ス

を整え、派遣型病児保

ト

育サービスを充実させ

最

ることで保護者の保育

重

ニーズに対応していき

要

ます。

指標 評

事務事業名 課名

策

価

フルコスト 最重要指標

点

評価点
（前年度比）

母

（

子保健指導 健康増進課

前

221,144 こんに

年

ちは赤ちゃん訪問実施

度

率
妥当性 Ａ事業 (22

比

1,144) 指標名

有

）

効性 Ａ単年度計画値 9

家

4.0
単年度実績値 9

庭

6.9
単年度達成率 1

名

児

03.1%
効率性 Ｂ最

童

終目標に 102.0%

相

対する達成率
　事務事

談

業の方向性
Ａ：拡大
必

子

要な感染症対策を継続

ど

しながら、OBUパパ

も

&ママサロンでの対面

未

教室を再開するなど、

来

相談体制を維持し
なが

課

ら市民の需要に応えら



評価
　

1

度を有効に活用し、民

3

間のノウハウや人材を

,

生かした、魅力あるサ

4

ービスを引き続き効率

7

的
に提供していきます

0

。

整備施設

子

数
妥当性 Ａ整備事業 課

ど

(13,470) 指標

も

名

有効性 Ａ単年度計画

の

値 3.0
単年度実績値

健

4.0
単年度達成率 1

や

33.3%
効率性 Ａ最

か

終目標に -
対する達成

な

率
　事務事業の方向性

成

Ｂ：現状のまま継続
維

結
長

持管理コストが増加傾

を

向にあるため、限られ

喜

た財源の中で優先順位

び

付し、計画的な施設整

合

備を進めてい
く必要が

え

あります。

る環境

事務事業名

づ

課名 フルコスト 最重要

果
く

指標 評価点
（前年度比

り

）
児童センター 子ども未来課 28,388 児童老人福祉センター等運営委員会の開催

妥当性 Ａ統括事業 (28,388) 指標名 回数 

有効性 Ａ単年度計画値 2.0
単年度実績値 2.0
単年度達成率 10

の

0.0%
効率性 Ａ最終目標に 100.0%

対する達成率
　事務事業の方向性
Ｂ：現状のまま継続
児童の遊び及び学習の場の提供や子ども会支援、高齢者の健康増進及び教養向上のための事業を実施する
ことで、児童健全育成

公

、子育て支援、高齢者の憩の場の拠点としての運営に努めます。

事務事業名 課名 フルコスト 最重要指標 評価点
（前年度比）

石ヶ瀬児童老 子ども未来課 25,

表

795 年間利用人数
妥当性 Ａ人福祉センタ (

事

25,795) 指標名

務

ー事業

有効性 Ａ単年度

事

計画値 30,000.

業

0
単年度実績値 33,

名

184.0
単年度達成

課

率 110.6%
効率性

名

Ｂ最終目標に 110.

フ

6%
対する達成率

　事

施

ル

務事業の方向性
Ａ：拡

コ

大
子ども会支援、バイ

ス

オリンの里計画に向け

ト

、講座やバイオリンの

最

展示、eスポーツの周

重

知、計画的に事業
を実

要

施し、今後も児童健全

指

育成の拠点、子育て支

標

援の場として運営を行

評

います。

策

価点
（

事務事業名 課

前

名 フルコスト 最重要指

年

標 評価点
（前年度比）

度

児童センター 子ども未

比

来課 72,774 年間

）

利用人数（神田児童老

児

人福祉センター
妥当性

童

Ｂ指定管理事業 (72

名

セ

,774) 指標名 北崎

ン

分館）

有効性 Ｂ単年度

タ

計画値 26,600.

ー

0
単年度実績値 11,

幼

235.0
単年度達成

児

率 42.2%
効率性 Ｂ

教

最終目標に 42.2%

育

対する達成率
　事務事

保

業の方向性
Ｂ：現状の

育

まま継続
指定管理者制



評価
　

1

年度で本事業を終了し

3

ます。

,431 会員数
妥

子

当性 Ｂ事業 (13,4

ど

31) 指標名

有効性 Ｂ

も

単年度計画値 3,32

の

0.0
単年度実績値 2

健

,649.0
単年度達

や

成率 79.8%
効率性

か

Ｂ最終目標に 77.9

な

%
対する達成率

　事務

成

事業の方向性
Ｂ：現状

結
長

のまま継続
市社会福祉

を

協議会への委託を終了

喜

し、市で育成を行いま

び

す。児童（老人福祉）

合

センターによる子ども

え

会支
援を推進するとと

る

もに、関係部署とも連

環

携協力し、子ども会活

境

動の支援を行っていき

づ

ます。

果
くり

事務事業名 課名 フルコスト 最重要指標 評価点
（前年度比）

放課後児童健 学校教育課 320,763 放課後クラブの待機児童数
妥当性 Ａ全育成事業 (320,763) 指標名

の

有効性 Ａ単年度計画値 0.0
単年度実績値 0.0
単年度達成率 -

効率性 Ｂ最終目標に -
対する達成率

　事務事業の方向性
Ａ：拡大
入所児童増加に伴う待機児童の解消や指導員確保、労務管理等の事務負担の増加への対策とし

公

て、民間運
営委託は有効です。本市においても、育成の質の向上、人材の確保等のため、民間運営委託の拡大を検討
する必要があります。

事務事業名 課名 フ

表

ルコスト 最重要指標 評価点
（前年度比）

父子

事

・母子寡 子ども未来課

務

8,173 母子・父子

事

自立支援員による相談

業

件数
妥当性 Ａ婦福祉推

名

進事 (8,173) 指

課

標名
業

有効性 Ａ単年度

名

計画値 230.0
単年

フ

度実績値 228.0
単

施

ル

年度達成率 99.1%

コ

効率性 Ｂ最終目標に 9

ス

9.1%
対する達成率

ト

　事務事業の方向性
Ａ

最

：拡大
父子・母子自立

重

支援員による相談支援

要

やひとり親家庭自立支

指

援給付金等の国の制度

標

を活用した支援を引き

評

続き実施するとともに

策

価

、更なる支援について

点

検討していきます。

（前年

事

度

務事業名 課名 フルコス

比

ト 最重要指標 評価点
（

）

前年度比）
子育て世帯

子

等 子ども未来課 5,7

ど

51 大府市子どものた

名

も

めの臨時特別給付金支

会

給
妥当性 Ｂ臨時特別支

育

援 (5,751) 指標

成

名 対象児童数
事業

有効

子

性 Ｂ単年度計画値 10

ど

.0
単年度実績値 0.

も

0
単年度達成率 -

効率

未

性 Ａ最終目標に -
対す

来

る達成率
　事務事業の

課

方向性
Ｃ：縮小
令和４



評価
　

現状認識 動制限を行い

子

ましたが、今後はアフ

ど

ターコロナにおける施

も

設利用の促進を図る必

の

要があります。また、

健

国
（施策を では「こど

や

もがまんなか」の社会

か

を実現するため、子ど

な

も家庭庁が発足しまし

成

た。本市においても「

結
長

こど
とりまく状況 も家

を

庭センター」の設置に

喜

向け、準備を進めてい

び

ます。
の変化や課題 国

合

や県の動向に注視しつ

え

つ、本市の現状に見合

る

った特色ある子育て施

環

策を進める必要があり

境

ます。
等）

国では「子

づ

ども未来戦略方針（案

果
く

）」を策定し、次元の

り

異なる少子化対策の実現を目指しています。本市
においても来年度からの新体制に向け、効果的な組織や人員体制を整備するとともに、子育て応援都市お

施策の推進 おぶに相応しい施策を推進すること

の

で、安心して子どもを産み、育てることができるまちづくりを進めま
に向けた す。
今後の

６

方針

　施策の事

公

後評価
子育て施設運営

表

については、充分な感

施

染対策を施し運営して

策

います。令和４年度は

名

、施設の利用制限や活



評価
　

心

校） 単位 ％

現状値 5.

身

0

年度 R 2 R 3 R

と

 4 R 5 R 6 R 

も

7 R 8 R 9 R10

に

R11 R12

計画値 4

健

.8 4.5 4.3 4.

康

0 3.8 3.5 3.3

で

3.0 2.8 2.5 2

知

.4

実績値 4.1 4.

恵

6 5.9 0.0 0.0

心

と

0.0 0.0 0.0 0

愛

.0 0.0 0.0

小学

を

校及び中学校における

持

不登校児童生徒の割合

つ

算定式、
データの
出所

児

等

社会の変化に伴い、

童

不登校となる要因が多

生

様化・複雑化している

徒

ことにより、不登校児

の

童生徒が増加傾向
計画

身

育

値、 にあるため、子ど

成

もたちの居場所づくり

主

や相談体制を充実し、

管

支援を積極的に続けて

部

いく必要があります
実

局

績値の 。
推移に関する

教

分析と評価

育委員

と

会
主管課 学校教育課
関

も

係課 学校教育課

２　施

に

策が目指す大府市の姿

健

小中学校において、Ｉ

康

ＣＴ機器の活用や特別

で

な配慮を必要とする児

知

童生徒に対するケアな

結
恵

ど、時代に即し

内容 た

と

教育環境が適切に整備

愛

され、児童生徒一人ひ

を

とりの個性や能力を十

持

分に伸ばすことができ

つ

るまちになっ
ています

児

。

童生

３　令和 4年度

徒

　施策フルコスト（単

果
の

位：千円）
 歳出（使

育

ったお金） R 4決算

成

R 5予算
 (1)人件費 293,783 0
 (2)事業費 2,177,757 655,870
 フルコスト（歳出合計） 2,471,540 655,870
 歳入（お金の出所

の

） R 4決算 R 5予算
 (1)国庫支出金（国から出たお金） 37,281 70,670
 (2)県支出金（愛知県から出たお金） 5,328 3,000
 (3)市債（市の借金） 100,000 0
 (4)その他特定財

公

源（使い途が決まっているお金） 655,127 0
 (5)一般財源（市税収入など） 1

１

,380,021 58

　

2,200
 歳入合計

第

2,177,757 6

６

55,870

次大

表

府市総

４

合

　「みらいの健康」指

計

標（施策評価指標）
有

画

効性指標１

指標名 学校

に

評価で「授業がわかる

お

」と答えた児童生徒の

け

割合 単位 ％

現状値 86

る

.6

年度 R 2 R 3

施

位

R 4 R 5 R 6 R

置

 7 R 8 R 9 R1

づ

0 R11 R12

計画値

け

87.0 87.0 87

、

.0 88.0 88.0

担

88.0 89.0 89

当

.0 89.0 90.0

課

90.0

実績値 84.

健

4 89.5 87.7 0

康

.0 0.0 0.0 0.

策

領

0 0.0 0.0 0.0

域

0.0

学校評価で「授

み

業がわかる」と答えた

ら

児童生徒の割合
算定式

い

、
データの
出所等

最新

の

の実績は、令和３年度

健

からおおむね横ばいの

康

推移で、目標を達成し

政

ています。１人１台タ

策

ブレットの
計画値、 整

名

子

備を完了し、全児童生

ど

徒がタブレットの自宅

も

持ち帰りにより学習に

が

励むことができる環境

輝

を整えたこと
実績値の

く

が要因の一つであると

ま

分析できます。
推移に

ち

関する
分析と評価

有効

施

性指標２

指標名 不登校

策

児童生徒の割合（中学



評価
　

6

充や縮小を検討します

.

。

0

年度 R 2 R 

心

3 R 4 R 5 R 6

身

R 7 R 8 R 9 R

と

10 R11 R12

計画

も

値 67.0 68.0 6

に

9.0 70.0 71.

健

0 72.0 73.0 7

康

4.0 75.0 75.

で

0 75.0

実績値 0.

知

0 48.8 48.3 0

結
恵

.0 0.0 0.0 0.

と

0 0.0 0.0 0.0

愛

0.0

学校評価で「年

を

１回以上ボランティア

持

活動をした」と答えた

つ

生徒の割合
算定式、
デ

児

ータの
出所等

目標値に

童

達しなかった要因とし

生

て、昨年度に引き続き

徒

、新型コロナウイルス

果
の

感染症の影響で地域行

育

事が中
計画値、 止が多

成

く、参加する機会が少なかったことが挙げられます。
実績値の

推移に関する
分析と評価

事務事業名 課名 フルコス

の

ト 最重要指標 評価点
（前年度比）

学校総務管理 学校教育課 46,384 きらきらチャレンジの参加率（小学校）
妥当性 Ａ事業 (46,384) 指標名

有効性 Ａ単年度計画値 90.0
単年度実績値 70.0
単年度達成率 77.

公

8%
効率性 Ｂ最終目標に 77.8%

対する達成率
　事務事業の方向性
Ｂ：現状のまま継続
事業内容や金額の妥当性を検討し、教育活動を支援するために必要となる事業内容の予算化を図ります。

有

表

効性

事務事

指

業名 課名 フルコスト 最

標

重要指標 評価点
（前年

３

度比）
小学校運営事 学

指

校教育課 497,41

標

0 教育用タブレット１

名

台当たりの児童数
妥当

中

性 Ａ業 (497,41

学

0) 指標名

有効性 Ａ単

施

生

年度計画値 1.0
単年

で

度実績値 1.0
単年度

年

達成率 100.0%
効

１

率性 Ａ最終目標に 10

回

0.0%
対する達成率

以

　事務事業の方向性
Ｂ

上

：現状のまま継続
時々

ボ

の必要な施策を見極め

ラ

、必要に応じて拡充や

ン

縮小を検討します。

策

ティア

事

活

務事業名 課名 フルコス

動

ト 最重要指標 評価点
（

を

前年度比）
中学校運営

し

事 学校教育課 212,

た

267 教育用タブレッ

生

ト１台当たりの生徒数

徒

妥当性 Ａ業 (212,

名

の

267) 指標名

有効性

割

Ａ単年度計画値 1.0

合

単年度実績値 1.0
単

単

年度達成率 100.0

位

%
効率性 Ａ最終目標に

％

100.0%
対する達

現

成率
　事務事業の方向

状

性
Ｂ：現状のまま継続

値

時々の必要な施策を見

6

極め、必要に応じて拡



評価
　

61,783 公費負担

心

の補助教材等
妥当性 Ａ

身

興事業 (61,783

と

) 指標名

有効性 Ａ単年

も

度計画値 11.0
単年

に

度実績値 12.0
単年

健

度達成率 109.1%

康

効率性 Ａ最終目標に 1

で

20.0%
対する達成

知

率
　事務事業の方向性

結
恵

Ｂ：現状のまま継続
負

と

担軽減策について必要

愛

に応じて拡充や縮小を

を

検討します。

持つ児

事務事業

童

名 課名 フルコスト 最重

生

要指標 評価点
（前年度

徒

比）
中学校教育振 学校

果
の

教育課 67,003 公

育

費負担の補助教材等
妥

成

当性 Ａ興事業 (67,003) 指標名

有効性 Ａ単年度計画値 12.0
単年度実績値 12.0
単年度達成率 100.0%

効率性 Ａ最終目標に 150.0%
対する達成率

　事務事業の

の

方向性
Ｂ：現状のまま継続
負担軽減策について必要に応じて拡充や縮小を検討します。

事務事業名 課名 フルコスト 最重要指標 評価点
（前年度比）

児童生徒指

公

導 学校教育課 125,104 通級指導教室の設置校数
妥当性 Ａ推進事業 (125,104) 指標名

有効性 Ａ単年度計画値 6.0
単年度実績値 8.0
単年度達成率 133.3%

効率性 Ａ最終目標に 88.9%
対する達成率

　事

表

務事業の方向性
Ｂ：現状のまま継続
重度障がいのある児童生徒が市

事

立小中学校への通学を

務

選択する事例や、特別

事

支援学級相当の児童生

業

徒が普
通学級への在籍

名

を選択する事例が増え

課

ていること、また、医

名

療的ケア児法への対応

施

フ

など、学校現場の状況

ル

が大きく変化しており

コ

、今後も事業の更なる

ス

充実に努めます。

ト 最重

事務

要

事業名 課名 フルコスト

指

最重要指標 評価点
（前

標

年度比）
学校給食運営

策

評

学校教育課 586,2

価

78 残食率（小学校）

点

妥当性 Ａ事業 (586

（

,278) 指標名

有効

前

性 Ａ単年度計画値 0.

年

5
単年度実績値 0.6

度

単年度達成率 120.

比

0%
効率性 Ａ最終目標

）

に 120.0%
対する

小

達成率
　事務事業の方

名

学

向性
Ｂ：現状のまま継

校

続
引き続き、安心安全

教

な給食を安定的に提供

育

します。

振 学校教育課



評価
　

4

できるよう、制度見直

4

しの必要
性の有無につ

,

いて検討する必要があ

9

ります。

17 健康診断

心

受診率（児童生徒）
妥

身

当性 Ａ(44,917

と

) 指標名

有効性 Ａ単年

も

度計画値 100.0
単

に

年度実績値 99.2
単

健

年度達成率 99.2%

康

効率性 Ａ最終目標に 9

で

9.2%
対する達成率

知

　事務事業の方向性
Ｂ

結
恵

：現状のまま継続
新型

と

コロナウイルス感染症

愛

５類移行後の変化への

を

対応を適切に行うとと

持

もに、児童生徒・教職

つ

員への健康
管理を引き

児

続き適切に行います。

童生徒
果

の

事務事業名 課名 フルコ

育

スト 最重要指標 評価点

成

（前年度比）
小学校施設整 学校教育課 485,098 工事件数

妥当性 Ａ備管理事業 (485,098) 指標名

有効性 Ａ単年度計画値 16.0
単年度実績値 16.0
単年度達成率 1

の

00.0%
効率性 Ａ最終目標に 133.3%

対する達成率
　事務事業の方向性
Ｂ：現状のまま継続
学校施設を取り巻く状況、児童生徒数の推移及び学校施設の状態を分析し、トータルコストの縮減を図り
、可能な限り学校施

公

設を長く使い続けられる整備（長寿命化）に努めていきます。

事務事業名 課名 フルコスト 最重要指標 評価点
（前年度比）

中学校施設整 学校教育課 261,4

表

74 工事件数
妥当性 Ａ備管理事業 (261,474) 指標名

有効性

事

Ａ単年度計画値 8.0

務

単年度実績値 7.0
単

事

年度達成率 87.5%

業

効率性 Ａ最終目標に 1

名

16.7%
対する達成

課

率
　事務事業の方向性

名

Ｂ：現状のまま継続
学

施

フ

校施設を取り巻く状況

ル

、児童生徒数の推移及

コ

び学校施設の状態を分

ス

析し、トータルコスト

ト

の縮減を図り
、可能な

最

限り学校施設を長く使

重

い続けられる整備（長

要

寿命化）に努めていき

指

ます。

標

策

評価

事務事業名 課名

点

フルコスト 最重要指標

（

評価点
（前年度比）

大

前

府市奨学金 学校教育課

年

6,612 奨学金基金

度

の年度末残高
妥当性 Ａ

比

支給事業 (6,612

）

) 指標名

有効性 Ａ単年

学

度計画値 45,400

名

校

.0
単年度実績値 50

保

,851.0
単年度達

健

成率 112.0%
効率

事

性 Ａ最終目標に 127

業

.1%
対する達成率

　

学

事務事業の方向性
Ｂ：

校

現状のまま継続
寄附金

教

をいただけるよう、方

育

策を検討するとともに

課

、経済的な負担を軽減



評価
　

え
現状認識 ていますが

心

、新型コロナウイルス

身

感染症の対応の更なる

と

長期化により、引き続

も

き学校及び教育環境に

に

影響
（施策を を及ぼし

健

ています。
とりまく状

康

況
の変化や課題

等）

教

で

育環境の変化に応じて

知

適切な教育活動が行え

結
恵

るよう必要な施策を推

と

進します。

施策の推進

愛

に向けた
今後の方針

を持つ児童生徒
果

の育成
の

６　施策の

公

事後評価
令和３年度に

表

中止が多かった学校行

施

事について小規模開催

策

するなど、少しずつコ

名

ロナ前の教育活動を行


